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� IPアドレス割り当て等に関する規則 変更点対照表 

現行規定 改定案 

第２条（ＩＰアドレス割り当てポリシー・技術要件、用語） 

   ＩＰアドレスの割り当て等に関する業務は、ＩＣＡＮＮＩＣＡＮＮＩＣＡＮＮＩＣＡＮＮ・・・・ＡＰＮＩＡＰＮＩＡＰＮＩＡＰＮＩ

ＣＣＣＣなどがなどがなどがなどが公開公開公開公開するするするするＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当ててててポリシーポリシーポリシーポリシーおよびおよびおよびおよびインターネットインターネットインターネットインターネット

のののの慣行慣行慣行慣行にににに基基基基づいてづいてづいてづいて当当当当センターセンターセンターセンターがががが定定定定めるめるめるめるＪＰＮＩＣにおけるアドレス空間

管理ポリシー（以下「ＩＰアドレス割り当てポリシー」という）に基づい

て執行する。 

第２条（ＩＰアドレス割り当てポリシー・技術要件、用語） 

   ＩＰアドレスの割り当て等に関する業務は、当当当当センターセンターセンターセンターがががが定定定定めるめるめるめる

「「「「ＪＰＮＩＣにおけるアドレス空間管理ポリシー」」」」およびおよびおよびおよび「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣにににに

おけるおけるおけるおけるＩＰｖＩＰｖＩＰｖＩＰｖ６６６６アドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり振振振振りおよびりおよびりおよびりおよび割割割割りりりり当当当当ててててポリシーポリシーポリシーポリシー」」」」（以下これらこれらこれらこれら

ののののポリシーポリシーポリシーポリシーをををを「ＩＰアドレス割り当てポリシー」という）に基づいて執行

する。 

第４条（ＩＰアドレス・リースの期間・更新） 

    ２ 前項の要件を充たさない場合、または当センターが更新を相

当でないと認める場合、当センターは期間満了の 1 か月前までに更新拒

絶の通知を行う。この場合、当該のインターネットインターネットインターネットインターネットエンドユーザはＩＰア

ドレスの使用を停止しなければならない。 

 ３ 前項の場合、割り当てを行ったＩＰアドレス管理指定事業者は、当

該のインターネットインターネットインターネットインターネットエンドユーザに対してＩＰアドレスの使用を停止さ

せるために必要な措置をとる。 

第４条（ＩＰアドレス・リースの期間・更新） 

    ２ 前項の要件を充たさない場合、または当センターが更新を相

当でないと認める場合、当センターは期間満了の 1か月前までに更新拒絶

の通知を行う。この場合、当該のエンドユーザはＩＰアドレスの使用を停

止しなければならない。 

 ３ 前項の場合、割り当てを行ったＩＰアドレス管理指定事業者は、当

該のエンドユーザに対してＩＰアドレスの使用を停止させるために必要

な措置をとる。 

（新設規定） 第第第第５５５５条条条条のののの２２２２（（（（情報情報情報情報のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いいいい））））    

            このこのこのこの規則規則規則規則にににに定定定定めるめるめるめるＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレスのののの割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務をををを遂行遂行遂行遂行するにするにするにするに

あたりあたりあたりあたり、、、、当当当当センターセンターセンターセンターがががが受領受領受領受領するするするする情報情報情報情報のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いにいにいにいに関関関関してはしてはしてはしては、、、、このこのこのこの規則規則規則規則のののの

ほかほかほかほか、、、、当当当当センターセンターセンターセンターがががが別別別別にににに定定定定めるめるめるめる「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣののののＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当てててて管管管管

理業務理業務理業務理業務におけるにおけるにおけるにおける情報情報情報情報のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いいいい等等等等にににに関関関関するするするする規則規則規則規則」」」」でででで定定定定めるめるめるめる。。。。 

第６条（業務委託） 

 ２ ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事業者契約に定めると

ころにより、エンドユーザエンドユーザエンドユーザエンドユーザに対して、自己が管理の委託を受けたＩＰアド

レスを割り当て、、、、再再再再リリリリースースースースをををを行行行行ううううができる。 

 

第６条（業務委託） 

 ２ ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事業者契約に定めると

ころにより、自自自自らのらのらのらのユーザユーザユーザユーザに対して、自己が管理の委託を受けたＩＰアド

レスを割り当てることことことことができる。またまたまたまた、、、、自己自己自己自己がががが管理管理管理管理のののの委託委託委託委託をををを受受受受けたけたけたけたＩＰＩＰＩＰＩＰ

アドレスアドレスアドレスアドレスのののの一部一部一部一部をををを最終的最終的最終的最終的ににににエンドユーザエンドユーザエンドユーザエンドユーザにににに割割割割りりりり当当当当てることをてることをてることをてることを目的目的目的目的としとしとしとし

てててて、、、、別別別別のののの事業者事業者事業者事業者にににに更更更更にににに委託委託委託委託するするするする（（（（以下以下以下以下「「「「再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり」」」」というというというという））））ことがでことがでことがでことがで

きるきるきるきる。。。。ただしただしただしただし、、、、再割再割再割再割りりりり振振振振りのりのりのりの要件要件要件要件はははは、、、、別別別別にににに定定定定めるめるめるめる。。。。    

第８条（ＩＰ割り当て管理業務の原則） 

   ＩＰ割り当て管理業務は、当センターが管理を委ねられたＩＰアド

レスのうちから、当センターが任意任意任意任意にににに指定するＩＰアドレス（ＩＰアドレ

スの数を含む）について委託する。 

第８条（ＩＰ割り当て管理業務の原則） 

   ＩＰ割り当て管理業務は、当センターが管理を委ねられたＩＰアド

レスのうちから、当センターが指定するＩＰアドレス（ＩＰアドレスの数

を含む）について委託する。 

第９条（割り振り申請） 

   ＩＰ指定事業者は、指定部局所定の形式により、電子電子電子電子メールメールメールメールをもっをもっをもっをもっ

てててて管理を希望するＩＰアドレス数その他の事項を記載したＩＰアドレス

割り振り申請を行う。ただし、希望するＩＰアドレス数の記載は、その数

について委託をすることの保証と解釈されてはならない（以下この申請を

「割り振り申請」といい、これを行ったＩＰ指定事業者を「割り振り申請

者」という。）。 

第９条（割り振り申請） 

   ＩＰ指定事業者は、指定部局所定の形式により、管理を希望するＩ

Ｐアドレス数その他の事項を記載したＩＰアドレス割り振り申請を行う。

ただし、希望するＩＰアドレス数の記載は、その数について委託をするこ

との保証と解釈されてはならない（以下この申請を「割り振り申請」とい

い、これを行ったＩＰ指定事業者を「割り振り申請者」という）。 

 

第 12条（割り振りの決定） 

   指定部局は、第 10条により受理した割り振り申請(前条による訂正

等がある場合には訂正された申請とする)について審査を行い、ＩＰ割り

当て管理業務を委託するＩＰアドレスの割り振りを決定する。指定部局

は、必要な場合、割り振り申請者とこの審査について必要な事項の協議を

することができる。 

 ２ 前項の審査および決定は、ＩＰアドレス割り当てポリシーに基づく

裁量をもって行う。 

第 12条（割り振りの決定） 

   指定部局またはまたはまたはまたは APNICAPNICAPNICAPNICは、第 10条により受理した割り振り申請

(前条による訂正等がある場合には訂正された申請とする)について審査

を行い、ＩＰ割り当て管理業務を委託するＩＰアドレスの割り振りを決定

する。指定部局は、必要な場合、割り振り申請者とこの審査について必要

な事項の協議をすることができる。 

 ２ 前項の審査および決定は、ＩＰアドレス割り当てポリシーに基づく

裁量をもって行う。 

第 13条（割り振り通知） 

   指定部局は、前条による決定をしたをしたをしたをしたときは遅滞なく割り振り申請者

に対して、電子メールにより割り振りするＩＰアドレスを通知し、または

割り振りしない旨を通知する。 

第 13条（割り振り通知） 

   指定部局は、前条による決定がされたがされたがされたがされたときは遅滞なく割り振り申請

者に対して、電子メールにより割り振りするＩＰアドレスを通知し、また

は割り振りしない旨を通知する。 

第 14条（割り振り情報） 

   当センターは、ＩＰ指定事業者ごとに、その組織名、割り振られた

ＩＰアドレスに関する事項その他必要な事項を当センターのデータベー

スに登録して公開する。 

第 14条（割り振り情報） 

   当センターは、当当当当センターセンターセンターセンターがががが別別別別にににに定定定定めるめるめるめる「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣののののＩＰＩＰＩＰＩＰアドアドアドアド

レスレスレスレス割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務におけるにおけるにおけるにおける情報情報情報情報のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いいいい等等等等にににに関関関関するするするする規則規則規則規則」」」」のののの定定定定めめめめ

るところによりるところによりるところによりるところにより、、、、ＩＰ指定事業者ごとに、その組織名、割り振られたＩＰ
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アドレスに関する事項その他必要な事項を当センターのデータベースに

登録して公開・・・・開示開示開示開示する。 

第 16条（ＩＰ割り当て管理業務） 

   当センターがＩＰ指定事業者に対して委託するＩＰ割り当て管理

業務は以下のとおりとする。 

   （１） 割り振られたＩＰアドレスのインターネットインターネットインターネットインターネットユーザに対す

る割り当て 

   （２） 割り当て報告 

   （３） その他当センターが定める事項 

第 16条（ＩＰ割り当て管理業務） 

   当センターがＩＰ指定事業者に対して委託するＩＰ割り当て管理

業務は以下のとおりとする。 

   （１） 割り振られたＩＰアドレスの自自自自らのらのらのらのユーザに対する割り当

ておよびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり 

   （２） 割り当て報告およびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり報告報告報告報告 

   （３） その他当センターが定める事項    

第 17条（割り当ての承認） 

   ＩＰアドレスの割り当て（ＩＰ指定事業者が自らに割り当てを行う

場合も含み、この規則において同じとする）を行う場合、ＩＰ指定事業者

はあらかじめ指定部局に審議を申請してその承認を得たうえで割り当て

を行わなければならない（以下この申請を「審議申請」という）。 

２ 指定部局は、審議申請について、次の事項を確認、精査する。 

   （１） 記入事項に不備がないこと 

   （２） ＩＰ指定事業者が接続組織のＩＰアドレス利用に関する情

報を十分かつ正確に収集していること 

   （３） ＩＰ指定事業者が適切に割り当てＩＰアドレスの大大大大きさきさきさきさを

判断していること 

   （４） その他指定部局が定める事項 

 

４ 前３項の規定にかかわらず、指定部局があらかじめの審議および承認

を不要としたＩＰアドレス（個数個数個数個数によりによりによりにより定定定定めるめるめるめる）については、指定部局の

承認を得ることなく割り当てを行うことができる。 

第 17条（割り当ての承認） 

   ＩＰアドレスの割り当て（以下以下以下以下、、、、ＩＰ指定事業者が自らに割り当て

を行う場合も含み、この規則において同じとする）を行う場合、ＩＰ指定

事業者はあらかじめ指定部局に審議を申請してその承認を得たうえで割

り当てを行わなければならない（以下この申請を「審議申請」という）。 

２ 指定部局は、審議申請について、次の事項を確認、精査する。 

   （１） 記入事項に不備がないこと 

   （２） ＩＰ指定事業者が接続組織のＩＰアドレス利用に関する情

報を十分かつ正確に収集していること 

   （３） ＩＰ指定事業者が適切に割り当てＩＰアドレスの数数数数を判断

していること 

   （４） その他指定部局が定める事項 

 

４ 前３項の規定にかかわらず、指定部局があらかじめの審議および承認

を不要としたＩＰアドレス（ＩＰアドレスアドレスアドレスアドレスのののの数数数数によりによりによりにより定定定定めるめるめるめる）については、

指定部局の承認を得ることなく割り当てを行うことができる。 

第 18条（割り当て報告） 

   ＩＰ指定事業者は、前条に基づいて割り当てを行った場合、別に定

める様式にしたがい当センターに報告しなければならない。このこのこのこの情報情報情報情報は、

当センターのデータベースに登録され、公開される。 

 

 

 

 

 ２ ＩＰ指定事業者からあらかじめ特定事項について非公開とする旨

の請求があり（割り当てを受けた者の依頼によりＩＰ指定事業者が請求す

る場合も含み、本条において同じとする）、かつ、データベースの公開に

よりその者が損害を被る虞があると当センター理事会が認めた場合には、

当センターはそのそのそのその事項事項事項事項を公開しないことができる。ただし、下記下記下記下記いずれかいずれかいずれかいずれか

のののの場合場合場合場合、、、、指定部局指定部局指定部局指定部局ははははこれを開示することができる。 

            （（（（１１１１））））    法令法令法令法令のののの規定規定規定規定にににに基基基基づくづくづくづく請求請求請求請求があるがあるがあるがある場合場合場合場合    

            （（（（２２２２））））    当当当当センターセンターセンターセンターのののの指定指定指定指定するするするするＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレスについてのについてのについてのについての管理団体管理団体管理団体管理団体

のののの請求請求請求請求があるがあるがあるがある場合場合場合場合    

            （（（（３３３３））））    前各号以外前各号以外前各号以外前各号以外のののの第三者第三者第三者第三者からからからから正当正当正当正当なななな理由理由理由理由にににに基基基基づくづくづくづく開示開示開示開示のののの請求請求請求請求

があったがあったがあったがあった場合場合場合場合    

 

 

 ３  指定部局は、ＩＰ指定事業者の書面による請求があった場合には、

その者にかかるデータベースの開示履歴を通知する。ただし、前項ただし

書き第１号および第２号の場合には、その開示履歴の通知を行わないこと

ができる。 

 ４ データベースに関する事項は、ＩＰアドレス技術文書群その他当セ

ンターの定める規則にしたがって運用する。 

第 18条（割り当て報告およびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり報告報告報告報告） 

   ＩＰ指定事業者は、前条に基づいて割り当ておよびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりりを行

った場合、別に定める様式にしたがい当センターに報告しなければならな

い。当当当当センターセンターセンターセンターにににに報告報告報告報告されたされたされたされた情報情報情報情報は、当当当当センターセンターセンターセンターがががが別別別別にににに定定定定めるめるめるめる「ＪＰＮ「ＪＰＮ「ＪＰＮ「ＪＰＮ

ＩＣＩＣＩＣＩＣののののＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務におけるにおけるにおけるにおける情報情報情報情報のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いいいい等等等等にににに関関関関すすすす

るるるる規則規則規則規則」」」」のののの定定定定めるところによりめるところによりめるところによりめるところにより、、、、当センターのデータベースに登録され、

公開・・・・開示開示開示開示される。 

 

 ２ ＩＰ指定事業者からあらかじめ特定事項について非公開とする旨

の請求があり（割り当てを受けた者の依頼によりＩＰ指定事業者が請求す

る場合も含み、本条において同じとする）、かつ、データベースの公開に

よりその者が損害を被る虞があると当センターが認めた場合には、当セン

ターは「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣののののＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務におけるにおけるにおけるにおける情報情報情報情報のののの取取取取

りりりり扱扱扱扱いいいい等等等等にににに関関関関するするするする規則規則規則規則」」」」にににに基基基基づきづきづきづき、、、、当当当当センターセンターセンターセンターがががが報告報告報告報告をををを受受受受けたけたけたけた事項事項事項事項をををを公公公公

開開開開しないことができるしないことができるしないことができるしないことができる。。。。ただしただしただしただし、、、、当該非公開事項当該非公開事項当該非公開事項当該非公開事項であってもであってもであってもであっても、、、、同規則同規則同規則同規則にににに

よりよりよりよりこれを開示することができる。 

    

    

    

    

    

（（（（削除削除削除削除））））    

    

    

    

（（（（削除削除削除削除））））    

第 20条（ＩＰ指定事業者の義務）   

   ＩＰ指定事業者はＩＰ割り当て管理業務を、第三者に再委託するこ

とはできない。 

第 20条（ＩＰ指定事業者の義務）   

   ＩＰ指定事業者はＩＰ割り当て管理業務を、当当当当センターセンターセンターセンターがががが別別別別にににに定定定定めめめめ

るるるる場合場合場合場合をををを除除除除きききき第三者に再委託することはできない。 
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（第 4項追加） 

 

 

    ４４４４    ＩＰＩＰＩＰＩＰ指定事業者指定事業者指定事業者指定事業者はははは、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰ割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務をををを行行行行うにあたりうにあたりうにあたりうにあたり、、、、エンエンエンエン

ドユーザドユーザドユーザドユーザおよびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり先先先先のののの事業者事業者事業者事業者からからからからＩＰＩＰＩＰＩＰ割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務にににに必要必要必要必要

なななな情報情報情報情報をををを取得取得取得取得するときはするときはするときはするときは、、、、当該情報当該情報当該情報当該情報がががが当当当当センターセンターセンターセンターにににに提供提供提供提供されされされされ、、、、当当当当センタセンタセンタセンタ

ーーーーのののの定定定定めるめるめるめる「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣののののＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務におけるにおけるにおけるにおける情報情報情報情報

のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いいいい等等等等にににに関関関関するするするする規則規則規則規則」」」」にににに基基基基づきづきづきづき取取取取りりりり扱扱扱扱われることにつわれることにつわれることにつわれることにつきききき、、、、当該情当該情当該情当該情

報報報報のののの情報主体情報主体情報主体情報主体からからからから同意同意同意同意をををを得得得得なければならないなければならないなければならないなければならない。。。。    

第 21条（ＩＰ指定事業者とエンドユーザとの関係） 

   ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事業者契約に反しない

範囲において、エンドユーザに対するＩＰアドレス割り当ての取り扱いに

ついての条件を定めるものとする。 

    

（（（（第第第第２２２２項追加項追加項追加項追加））））    

 ２２２２ 前項の定めに関する一切の責任はＩＰ指定事業者が負担するもの

とし、当センターが損害を被った場合は、当センターはその賠償を求める

ことができる。 

第 21条（ＩＰ指定事業者とエンドユーザおよびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり先先先先のののの事業者事業者事業者事業者と

の関係） 

   ＩＰ指定事業者は、この規則およびＩＰ指定事業者契約に反しない

範囲において、エンドユーザおよびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり先先先先のののの事業者事業者事業者事業者に対するＩＰア

ドレス割り当ての取り扱いについての条件を定めるものとする。 

 ２２２２    再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり先先先先のののの事業者事業者事業者事業者がががが、、、、エンドユーザエンドユーザエンドユーザエンドユーザへへへへ割割割割りりりり当当当当てをてをてをてを行行行行うううう場合場合場合場合、、、、

そのそのそのそのＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当てのてのてのての取取取取りりりり扱扱扱扱いについてはいについてはいについてはいについては、、、、第第第第 2222条条条条、、、、第第第第 5555条条条条のののの２２２２、、、、

第第第第 19191919条第条第条第条第 1111項項項項、、、、およびおよびおよびおよび第第第第 20202020条第条第条第条第 4444項項項項をををを準用準用準用準用するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。  

３３３３ 前２２２２項の定めに関する一切の責任はＩＰ指定事業者が負担するも

のとし、当センターが損害を被った場合は、当センターはその賠償を求め

ることができる。 

第 22条（責任範囲） 

  ＩＰ割り当て管理業務の遂行によりエンドユーザとの間に生じた事

項に関する一切の責任はＩＰ指定事業者が負担する。ただし、当センター

の責に帰すべき事由がある場合はこの限りではない。 

 

第 22条（責任範囲） 

  ＩＰ割り当て管理業務の遂行によりエンドユーザ・・・・再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり先先先先のののの事事事事

業者業者業者業者とととと IPIPIPIP指定事業者指定事業者指定事業者指定事業者との間に生じた事項に関する一切の責任はＩＰ指定

事業者が負担する。ただし、当センターの責に帰すべき事由がある場合は

この限りではない。 

第 26条（ＩＰ指定事業者契約終了に伴う義務） 

   ＩＰ指定事業者契約がががが終了したしたしたした場合、ＩＰ指定事業者は、次章の定

めにしたがいエンドユーザからＩＰアドレスの返却を受けたうえで、別に

定める手続にしたがい受託ＩＰアドレス空間のすべてを当センターに対

し返却しなければならない。 

 

 ２２２２    前項前項前項前項のののの場合場合場合場合、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰ指定事業者指定事業者指定事業者指定事業者はいかなるはいかなるはいかなるはいかなる事由事由事由事由があってもがあってもがあってもがあってもエンドユエンドユエンドユエンドユ

ーザーザーザーザにににに対対対対しししし新新新新たなたなたなたな割割割割りりりり当当当当てをてをてをてを行行行行ってはならないってはならないってはならないってはならない。。。。    

第 26条（ＩＰ指定事業者契約終了に伴う義務） 

   ＩＰ指定事業者契約をををを終了するするするする場合、ＩＰ指定事業者は新新新新たなたなたなたな割割割割りりりり

当当当当ておよびておよびておよびておよび再割再割再割再割りりりり振振振振りをりをりをりを行行行行ってはならずってはならずってはならずってはならず、、、、次章の定めにしたがいエンド

ユーザおよび再割り振り先の事業者からＩＰアドレスの返却を受けたう

えで、別に定める手続にしたがい受託ＩＰアドレス空間のすべてを当セン

ターに対し返却しなければならない。 

２２２２    削除削除削除削除    

第 27条（返却） 

   ＩＰ指定事業者は、エンドユーザとの間に存する接続が終了した場

合、別に定める手続にしたがいその者からＩＰアドレスの返却を受けなけ

ればならない。 

第 27条（返却） 

   ＩＰ指定事業者は、エンドユーザもしくはもしくはもしくはもしくは再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり先先先先のののの事業者事業者事業者事業者と

の間に存する接続が終了した場合、別に定める手続にしたがいその者から

ＩＰアドレスの返却を受けなければならない。 

第 28条（ＩＰアドレス割り振り手数料） 

   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表「手数料・維持料の額

および支払い方法」で定めるところにより、当当当当センターセンターセンターセンターからからからから第 12条によ

って割り振りを受けたＩＰアドレス空間空間空間空間に応じた基準値にしたがいＩＰ

アドレス割り振り手数料を支払う。ただし、ＩＰ指定事業者がＩＰｖ４ア

ドレス・ＩＰｖ６アドレスのいずれを問わず、ＩＰアドレスの割り振りを

初めて受けた場合に限り、第７条第２項の契約料の支払いをもって本条の

ＩＰアドレス割り振り手数料を支払ったものとする。 

２  ＩＰ指定事業者は、当センターが別途文書に定める最小割り振りサ

イズののののアドレスアドレスアドレスアドレス空間空間空間空間より小さいアドレス空間空間空間空間の割り振り、または割り当て

を受けた場合は、現実に割り振り、または割り当てを受けたアドレス空間空間空間空間

にかかわらず、最小割り振りサイズのアドレス空間空間空間空間に応じた基準値にした

がい割り振り手数料を支払う。 

３  ＩＰ指定事業者は、ＩＰｖ６アドレスの追加割り振りにおいて、既

に割り振りを受けているアドレス空間を含むアドレス空間の追加割り振

りを受けた場合は、既に割り振りを受けている空間を含んだ全体のアドレ

ス空間に応じた基準値にしたがい割り振り手数料を支払う。 

 

第 28条（ＩＰアドレス割り振り手数料） 

   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表「手数料・維持料の額

および支払い方法」で定めるところにより、第 12条によって割り振りを

受けたＩＰアドレス数数数数に応じた基準値にしたがいＩＰアドレス割り振り

手数料を支払う。ただし、ＩＰ指定事業者がＩＰｖ４アドレス・ＩＰｖ６

アドレスのいずれを問わず、ＩＰアドレスの割り振りを初めて受けた場合

に限り、第７条第２項の契約料の支払いをもって本条のＩＰアドレス割り

振り手数料を支払ったものとする。 

２  ＩＰ指定事業者は、当センターが別途文書に定める最小割り振りサ

イズより小さいＩＰＩＰＩＰＩＰアドレス数数数数の割り振り、または割り当てを受けた場合

は、現実に割り振り、または割り当てを受けたＩＰＩＰＩＰＩＰアドレス数数数数にかかわら

ず、最小割り振りサイズのＩＰＩＰＩＰＩＰアドレス数に応じた基準値にしたがい割り

振り手数料を支払う。 

３３３３    （（（（削除削除削除削除））））    

 

第 29条（ＩＰアドレス維持料） 

   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表「手数料・維持料の額

第 29条（ＩＰアドレス維持料） 

   ＩＰ指定事業者は、当センターに対し、別表「手数料・維持料の額
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および支払い方法」で定めるところにより、当当当当センターセンターセンターセンターからからからから割り振りを受

けたＩＰアドレス数に応じたＩＰアドレス維持料を支払う。このＩＰアド

レス数には、ＩＰ指定事業者が割り当てを行っていないＩＰアドレス数も

算入する。 

および支払い方法」で定めるところにより、第第第第 12121212条条条条によってによってによってによって割り振りを

受けたＩＰアドレス数に応じたＩＰアドレス維持料を支払う。このＩＰア

ドレス数には、ＩＰ指定事業者が割り当てを行っていないＩＰアドレス数

も算入する。 

第 31条（守秘義務） 

   当センターおよびＩＰ指定事業者は、この規則に定める業務の遂行

により知った当センター、割割割割りりりり当当当当てててて申請者申請者申請者申請者、、、、ＩＰ指定事業者およびおよびおよびおよびエンド

ユーザの秘密を第三者に漏洩・開示してはならない。ただし、この規則の

定めにより公開・開示される事項についてはこの限りではない。当センタ

ーの管理すべき情報の範囲および管理方法は、当センターの定めるところ

により決定・公示する。 

 

 

 ２ 前項の定めは、ＩＰ指定事業者契約終了時において、当センター、

割割割割りりりり当当当当てててて申請者申請者申請者申請者、、、、ＩＰ指定事業者またはまたはまたはまたはエンドユーザから秘密として指定

された事項については、ＩＰ指定事業者契約終了後もなおその効力を有す

る。 

第 31条（守秘義務） 

   当センターおよびＩＰ指定事業者は、この規則に定める業務の遂行

により知った当センター、ＩＰ指定事業者、、、、エンドユーザおよびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振

りりりり先先先先のののの事業者事業者事業者事業者の秘密を第三者に漏洩・開示してはならない。ただし、この

規則およびおよびおよびおよび当当当当センターセンターセンターセンターがががが別別別別にににに定定定定めるめるめるめる「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣののののＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当

てててて管理業務管理業務管理業務管理業務におけるにおけるにおけるにおける情報情報情報情報のののの取取取取りりりり扱扱扱扱いいいい等等等等にににに関関関関するするするする規則規則規則規則」」」」の定めにより公

開・開示される事項についてはこの限りではない。当センターの管理すべ

き情報の範囲および管理方法は、当センターの定めるところにより決定・

公示する。 

 ２ 前項の定めは、ＩＰ指定事業者契約終了時において、当センター、

ＩＰ指定事業者、、、、エンドユーザ、またはまたはまたはまたは再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり先先先先のののの事業者事業者事業者事業者から秘密と

して指定された事項については、ＩＰ指定事業者契約終了後もなおその効

力を有する。 

第 34条（当センターの責任） 

   当センター、当センターの役員、職員、委員その他の関係者の責め

に帰すべき事由により、ＩＰ指定事業者、エンドユーザがＩＰアドレスの

割り振り、割り当て、ＩＰアドレス・リース等の取り扱いにより損害を受

けた場合、当センターのみが、この規則に基づいて当センターが当該年度

に現実に収納したＩＰアドレス維持料の範囲内において、現実に発生した

直接の損害についてのみ、その損害を賠償するものとし、他の一切の責任

を負担しない。 

なお、当該年度の維持料の請求がない場合は、第 7 条第 2 項に基づき納

入された契約料の範囲内とする。 

第 34条（当センターの責任） 

   当センター、当センターの役員、職員、委員その他の関係者の責め

に帰すべき事由により、ＩＰ指定事業者、エンドユーザまたはまたはまたはまたは再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり

先先先先のののの事業者事業者事業者事業者がＩＰアドレスの割り振り、割り当て、ＩＰアドレス・リース

等の取り扱いにより損害を受けた場合、当センターのみが、この規則に基

づいて当センターが当該年度に現実に収納したＩＰアドレス維持料の範

囲内において、現実に発生した直接の損害についてのみ、その損害を賠償

するものとし、他の一切の責任を負担しない。 

なお、当該年度の維持料の請求がない場合は、第 7 条第 2 項に基づき納

入された契約料の範囲内とする。 

第 36条（規則の変更） 

   当センターは、理事会の決議を経てこの規則を変更することができ

る。この規則の変更は、すべてのエンドユーザおよびＩＰ指定事業者に適

用される。 

第 36条（規則の変更） 

   当センターは、理事会の決議を経てこの規則を変更することができ

る。この規則の変更は、ＩＰ指定事業者、エンドユーザエンドユーザエンドユーザエンドユーザおよびおよびおよびおよび再割再割再割再割りりりり振振振振りりりり

先先先先のののの事業者事業者事業者事業者にににに適用される。 

（付   則） 

１ この規則は、２００１年４月１日から実施する。 

２ ２００１年３月３１日時点で現に当センターからＩＰアドレスの割

り当てに関する業務委任を受けている者は、２００１年８月末日までの

間、この規則に定めるＩＰ指定事業者契約締結の有無にかかわらず、この

規則に定めるところにより、ＩＰ指定事業者が行う業務を行うことができ

る。 

３ 前項に定める者は、この規則に定めるＩＰ指定事業者の認定手続を経

たものとみなす。 

４ 第７条第２項の契約料は 262,500円(税込)とする。 

５ 第７条第２項の定めにかかわらず、付則第３号によりＩＰ指定事業者

の認定手続を経たとみなされる者および２００１年３月３１日時点で当

センター会員である者の契約料の支払いは免除する。ただしこの免除措置

は、２００２年３月３１日をもって終了する。 

 

（付   則） 

１ この規則は、２００１年４月１日から実施する。 

２ ２００１年３月３１日時点で現に当センターからＩＰアドレスの割

り当てに関する業務委任を受けている者は、２００１年８月末日までの

間、この規則に定めるＩＰ指定事業者契約締結の有無にかかわらず、この

規則に定めるところにより、ＩＰ指定事業者が行う業務を行うことができ

る。 

３ 前項に定める者は、この規則に定めるＩＰ指定事業者の認定手続を経

たものとみなす。 

４ 第７条第２項の契約料は 262,500円(税込)とする。 

５ 第７条第２項の定めにかかわらず、付則第３号によりＩＰ指定事業者

の認定手続を経たとみなされる者および２００１年３月３１日時点で当

センター会員である者の契約料の支払いは免除する。ただしこの免除措置

は、２００２年３月３１日をもって終了する。 

６６６６    このこのこのこの規則規則規則規則はははは、、、、料金体系料金体系料金体系料金体系のののの変更変更変更変更によりによりによりにより、、、、２００４２００４２００４２００４年年年年６６６６月月月月１８１８１８１８日日日日にににに公示公示公示公示

されされされされ、、、、そのそのそのその規則規則規則規則はははは、、、、２００４２００４２００４２００４年年年年８８８８月月月月１８１８１８１８日日日日からからからから実施実施実施実施するするするする。。。。 

７７７７    このこのこのこの規則規則規則規則はははは、、、、下記下記下記下記のののの実施実施実施実施にににに伴伴伴伴いいいい、、、、２００５２００５２００５２００５年年年年 2222 月月月月１１１１日日日日にににに公示公示公示公示されされされされ、、、、

そのそのそのその規則規則規則規則はははは、、、、２００５２００５２００５２００５年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日よりよりよりより実施実施実施実施するするするする。。。。    

(1)(1)(1)(1)    IPIPIPIPアドレスアドレスアドレスアドレス維持料維持料維持料維持料のののの支払方法支払方法支払方法支払方法のののの変更変更変更変更    

(2)(2)(2)(2)    「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣ「ＪＰＮＩＣののののＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス割割割割りりりり当当当当てててて管理業務管理業務管理業務管理業務におけるにおけるにおけるにおける情報情報情報情報のののの

取取取取りりりり扱扱扱扱いいいい等等等等にににに関関関関するするするする規則規則規則規則」」」」のののの制定制定制定制定    

(3)(3)(3)(3)    IPIPIPIPｖｖｖｖ６６６６アドレスサービスアドレスサービスアドレスサービスアドレスサービスのののの変更変更変更変更    
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別表 

５．ＩＰアドレス維持料の支払い方法 

ＩＰアドレス維持料は、４月１日 0:00をもって計算されたＩＰアドレス

数の総量に基づいた維持料を６月末に当センターより請求し、翌々々々々月末日

限り、当センターの指定する銀行口座に送金して支払うものとする。 

 

５．ＩＰアドレス維持料の支払い方法 

ＩＰアドレス維持料は、４月１日 0:00 をもって計算されたＩＰアドレス

数の総量に基づいた維持料をそのそのそのその月月月月に当センターより請求し、そのそのそのその翌月末

日限り、当センターの指定する銀行口座に送金して支払うものとする。 

 

ただしただしただしただし、、、、当当当当センターセンターセンターセンターがががが別別別別にににに定定定定めるめるめるめる手続手続手続手続きをきをきをきを経経経経ることによりることによりることによりることにより、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰ指定事指定事指定事指定事

業者業者業者業者はははは半期払半期払半期払半期払いをいをいをいを選択選択選択選択することができるすることができるすることができるすることができる。。。。半期払半期払半期払半期払いのいのいのいの場合場合場合場合はははは、、、、該当年度該当年度該当年度該当年度

のののの４４４４月月月月１１１１日日日日 0:00 0:00 0:00 0:00 とととと１０１０１０１０月月月月１１１１日日日日 0:000:000:000:00 をもってをもってをもってをもって計算計算計算計算されたされたされたされたＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス数数数数

のののの総量総量総量総量にににに基基基基づいたづいたづいたづいた維持料維持料維持料維持料のののの２２２２分分分分のののの１１１１をそれぞれをそれぞれをそれぞれをそれぞれ前期維持料前期維持料前期維持料前期維持料、、、、後期維持料後期維持料後期維持料後期維持料

としてとしてとしてとして、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ維持料維持料維持料維持料をををを計算計算計算計算したしたしたした月月月月にににに当当当当センターセンターセンターセンターよりよりよりより請求請求請求請求しししし、、、、そのそのそのその翌翌翌翌

月末日限月末日限月末日限月末日限りりりり、、、、当当当当センターセンターセンターセンターのののの指定指定指定指定するするするする銀行口座銀行口座銀行口座銀行口座にににに送金送金送金送金してしてしてして支払支払支払支払うものとすうものとすうものとすうものとす

るるるる。。。。    

    

ＩＰＩＰＩＰＩＰ指定事業者指定事業者指定事業者指定事業者はははは、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰ、ＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス維持料維持料維持料維持料についてについてについてについて支払期日支払期日支払期日支払期日をををを過過過過ぎてもぎてもぎてもぎても支支支支

払払払払いがないいがないいがないいがない場合場合場合場合、、、、未払未払未払未払ＩＰＩＰＩＰＩＰアドレスアドレスアドレスアドレス維持料維持料維持料維持料にににに対対対対するするするする支払期日支払期日支払期日支払期日のののの翌日翌日翌日翌日からからからから

支払支払支払支払いのいのいのいの日日日日のののの前日前日前日前日までまでまでまで、、、、年年年年１４１４１４１４．．．．５５５５パーセントパーセントパーセントパーセントのののの割合割合割合割合でででで計算計算計算計算されるされるされるされる金額金額金額金額

をををを遅延利息遅延利息遅延利息遅延利息としてとしてとしてとして、、、、別途当別途当別途当別途当センターセンターセンターセンターのののの指定指定指定指定するするするする銀行口座銀行口座銀行口座銀行口座にににに送金送金送金送金してしてしてして支払支払支払支払

うものとするうものとするうものとするうものとする。。。。 

その他 

使用用語の統一のための微修正を行った。 

・ 「別途定める」→「別に定める」 

・ 「アドレス」→「ＩＰアドレス」 

・ 「ＩＰアドレス空間」→「ＩＰアドレス数」 


